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※本表の死傷病数について、第８次労働災害防止計画期間までは、労災保険給付データ、第９次労働災害防止計画期間以降は、労働者死傷病報告受理数による統計である。
※昭和64年発生の労働災害は平成元年として表記している。
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（（11）） 労労働働災災害害発発生生状状況況のの推推移移 （（昭昭和和5588年年～～令令和和５５年年））

全国の労働災害発生状況

（（２２）） 業業種種別別労労働働災災害害発発生生状状況況 （（令令和和５５年年））

◆
普
賢
岳
大
噴
火
火
砕
流
発
生
（
Ｈ
３
年
）

◆
機
械
の
包
括
的
な
安
全
基
準
に
関
す
る
指
針
（
Ｈ

年
）

18

労
働
災
害
防
止
対
策
告
示
（
Ｈ

年

月
）

◆
食
品
加
工
用
機
械
・
食
品
包
装
機
械

12

12

指
針
告
示
（
Ｈ

年
）

◆
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

11

◆
東
海
村
J
O
C
臨
海
事
故
（
Ｈ

年
）

12

（
Ｈ

年
4
月
）

◆
明
石
海
峡
大
橋
開
通
・
神
戸
淡
路
鳴
門
ル
ー
ト
開
通

10

1999 12001 2003 2005 2007 2009 2011

112255775500

112222880044
112200335544

112211337788

112211335566

111199229911110055771188

110077775599

111144117766

111199557766

111188115577

111199553355

111166331111

111177991100

112200446600
112277332299

112255661111

112255111155

113300558866

113322335555

113355337711

11662288 11662200 11551144 11447722 11335577 11226688
11007755 11119955

11002244 11009933 11003300 11005577 997722 992288 997788 990099 884455 778844 777788 777744 775555

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

1000

51000

101000

151000

201000

251000

301000

351000

15

年

16

年

17

年

18

年

19

年

20

年

21

年

22

年

23

年

24

年

25

年

26

年

27

年

28

年

29

年

30

年

元

年

２

年

３

年

４

年

５

年

死亡

死傷

平
成年別
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    　　            徳徳島島県県のの労労働働災災害害発発生生状状況況

（（１１））労労働働災災害害発発生生状状況況のの推推移移（（平平成成５５年年～～令令和和５５年年））
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徳徳島島県県ににおおけけるる労労働働災災害害のの推推移移
第8次労働災害防止計画～第14次労働災害防止計画

死亡 死傷（休業４日以上）
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5年

((22))  徳徳島島県県のの死死亡亡労労働働災災害害発発生生状状況況（（平平成成2255年年～～令令和和５５年年））

（※ 各表の単位：「人」）

①①業業種種別別（（死死亡亡者者数数））

　　　年

　業種

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年 計計

製造業

建設業

道路貨物運送

林業

平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
3年

令和
4年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

三
次
産
業

小売業

小売以外

上記以外

計計

②②年年齢齢別別（（死死亡亡者者数数）） ③③規規模模別別（（死死亡亡者者数数））

令和
5年 計計

令和
4年

～19 1～9人

20～29 10～29

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
3年計計

　　　年

 規模

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
3年

令和
4年

令和
5年

　　年

年齢

平成
25年

平成
26年

60～65 300～499

65歳以上 500人以上

計計 計計

30～39 30～49

40～49 50～99

50～59 100～299

④④事事故故のの型型別別／／起起因因物物別別【【平平成成2255年年かからら令令和和55年年】】((死死亡亡者者数数))

　　　　起因物

　事故の型

建 設
機 械

等

一 般
動 力
機 械

他
動 力
機 械

動 力
ク レ ー ン

等

動　力
運搬機

乗　 物 用　 具
建築物・
構築物等

墜 落 ・ 転 落 4 2 5 1

物質・
材料
荷

環 境 等
左記

以外の起
因物

計計

1 10 1 2 2266

33
飛 来 ・ 落 下 1 2 1

2転 倒 1

1 55

激 突 さ れ 2 1 2

2 2 55崩 壊 ・ 倒 壊 1

はさまれ・まきこまれ 2 1 2 3

1 2 1 99

切 れ ・ こ す れ 1

11112 1

11

爆 発 ・ 破 裂

661 1 4お ぼ れ

1

8

11

1188交 通 事 故 1 9

2 331

8888

上 記 以 外 の 型

1122 22 1155 22 1111 55計計 1100 11 33 66 2211
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発発生生月月 業業種種 性性別別

時時間間 事事業業場場規規模模 年年齢齢

３月 小売業 男

17時台 １～９人 ６０歳代

４月 社会福祉施設 男

8時台 20～29人 ６０歳代

７月 建築業 男

15時台 １～９人 ３０歳代

7月 その他建設業 男

17時台 20～29人 ６０歳代

11月 小売業 男

4時台 10～19人 ７０歳代

12月 木材伐出業 男

14時台 20～29人 ６０歳代

（（３３））徳徳  島島  県県  内内  のの  死死  亡亡  労労  働働  災災  害害  一一  覧覧    （（令令和和５５年年））　　            

事業場内設備確認中、顧客の運転する車に轢かれた

①

②
おぼれ 水 介護職員

訪問介護職員が、利用者と共に海に転落した。

№№

乗用車
はさまれ、巻き込

まれ
販売員

事事故故のの型型 起起因因物物 職職種種等等

③
墜落・転落 足場 作業員

吊り足場組立作業中、墜落した。

④

高温・低温の物と
の接触

高温・低温環境 作業員

商品の配送・取付業務後、熱中症により体調が急変した。

⑤
交通事故 バイク 配達員

バイクで配達中、トラックが衝突した。

⑥
墜落・転落 分類不能 作業員

山林で作業中、転落した。

平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
３年

令和
４年

令和
５年

令和
６年

令和
７年

令和
８年

令和
９年

前年
同期

令和
５年

対前年
同期比

食 料 品 製 造 業 54 53 61 66 66 43 6666 4433 -34.8%

木 材 木 製 品 製 造 業 16 24 13 16 19 25 1199 2255 31.6%

家 具 装 備 品 製 造 業 19 7 14 9 9 13 99 1133 44.4%

紙 、 印 刷 製 本 製 造 業 5 12 12 9 13 9 1133 99 -30.8%

化 学 工 業 18 25 12 25 21 26 2211 2266 23.8%

窯 業 土 石 製 品 製 造 業 10 11 5 11 8 12 88 1122 50.0%

金 属 製 品 製 造 業 22 19 14 15 23 12 2233 1122 -47.8%

一 般 機 械 器 具 製 造 業 10 9 7 7 8 8 88 88 0.0%

輸 送 用 機 械 製 造 業 12 10 6 8 7 8 77 88 14.3%

上 記 以 外 の 製 造 業 25 15 26 31 25 24 2255 2244 -4.0%

計計 119911 118855 117700 119977 119999 118800 119999 118800 --99..55%%

土 木 工 事 業 36 50 63 49 43 38 4433 3388 -11.6%

建 築 工 事 業 60 81 64 54 71 55 7711 5555 -22.5%

そ の 他 の 建 設 業 29 16 30 29 21 32 2211 3322 52.4%

計計 112255 114477 115577 113322 113355 112255 113355 112255 --77..44%%

道 路 貨 物 運 送 業 88 75 76 95 85 74 8855 7744 -12.9%

そ の 他 の 運 輸 交 通 業 10 8 7 6 9 7 99 77 -22.2%

計計 9988 8833 8833 110011 9944 8811 9944 8811 --1133..88%%

3311 88 1188 1199 2299 2222 2299 2222 --2244..11%%

小 売 業 78 78 96 88 108 77 110088 7777 -28.7%

医 療 保 健 業 43 33 47 57 50 36 5500 3366 -28.0%

社 会 福 祉 施 設 64 63 88 70 75 72 7755 7722 -4.0%

飲 食 店 22 22 25 32 34 33 3344 3333 -2.9%

清 掃 ・ と 畜 業 39 46 42 41 41 30 4411 3300 -26.8%

通 信 業 17 23 19 21 16 14 1166 1144 -12.5%

上 記 以 外 の 第 三 次 産 業 82 78 98 108 105 95 110055 9955 -9.5%

計計 334455 334433 441155 441177 442299 335577 442299 335577 --1166..88%%

32 28 27 31 28 31 2288 3311 10.7%

882222 779944 887700 889977 991144 779966 991144 779966 --1122..99%%

(1125件）(364件)

（（４４））業業種種別別死死傷傷労労働働災災害害発発生生状状況況（（休休業業４４日日以以上上））（（ココロロナナりり患患者者をを除除くく））

第第1133次次防防期期間間実実績績 第第1144次次防防推推進進計計画画
対対前前年年同同期期比比較較

発発  生生  状状  況況 発発生生状状況況

令令和和５５年年確確定定値値

新型コロナ感染症の件数　令和2年（6件）、令和3年（120件）令和4年（1125件）

合合　　　　　　　　　　計計

製
 
 
造
 
 
業

建
 
設
 
業

運
輸
交
通
業

林 業

第
三
次
産
業

上 記 以 外 の 事 業
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